
(4)棚卸資産の評価基準及び評価方法

計算書類に対する注記（法人全体用）

    ・満期保有目的の債券等
    　該当なし
    ・上記以外の有価証券で時価のあるもの
    　該当なし

    ・建物並びに器具及び備品
        定額法及び定率法を採用している。

    ・リース資産
           所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

１.継続事業の前提に関する注記

２.重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

           リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

    ・退職給付引当金
    　兵庫県社会福祉協議会の退職共済制度にかかる退職給与引当金職員の退職給付に備える
　　ため、期末退職要支給額を計上している。

    ・賞与引当金
    　職員の賞与支給に備えるため支給見込み額の当期負担分を計上している。

        ・貯蔵品
        　最終仕入原価法による。
        ・医薬品

(3) 引当金の計上基準

３.重要な会計方針の変更

        　最終仕入原価法による。
        ・給食用材料
        　最終仕入原価法による。

    　該当なし

4.法人で採用する退職給付制度

   　　 当法人は、兵庫県社会福祉協議会の実施する退職共済制度、福祉医療機構の実施す
　　　退職日本精神病院退職金共済会の実施する退職共済制度を採用している。

５.法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

  当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の財務諸表（第１号１様式、第２号１様式、第３号１様式）
(2)事業区分別内訳表（第１号２様式、第２号２様式、第３号２様式）
(3)事業別分別内訳表（第１号３様式、第２号３様式、第３号３様式）
(4)各拠点区分におけるサービス区分の内容



　　　「ハイマート短期」
　　　「ハイマート通所」
　　　「ハイマート居宅」
   ス　ホスピスケア相生拠点（公益事業）
　　　「訪問看護ステーション相生」
　　　「グリーンハウス居宅支援事業所」
　　　「ホスピスケア相生」
   セ　あおぞら相生拠点（社会福祉事業）

基財･土地 204,991,845 0 0 204,991,845 

基財･建物 837,922,788 103,880,313 48,124,970 893,678,131 

合      計 1,042,914,633 103,880,313 48,124,970 1,098,669,976 

   ケ　相談支援グリーン拠点（社会福祉事業）
　　　「相談支援」
　　　「自立支援」
   コ　ハイマート指定短期入所拠点（社会福祉事業）
   サ　グリーンハウスヘルパーステーション拠点（社会福祉事業）
　　　「ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ」
　　　「定期巡回・随時対応型訪問」
   シ　ハイマート拠点（公益事業）
　　　「ハイマート入所」

   カ　わかば拠点（社会福祉事業）
　　　「わかば児童発達」
　　　「わかば放課後等デイサービス」
　　　「わかば生活介護」
   キ　グループホームグリーン拠点（社会福祉事業）
   ク　入野グリーン拠点（社会福祉事業）
　　　「入野グリーン」
　　　「就労Ａ型」
　　　「就労Ｂ型」

   エ　グリーンハウス拠点（社会福祉事業）
　　　「グリーンハウス入所」
　　　「グリーンハウス短期」
　　　「グリーンハウス通所」
　　　「グリーンハウス在宅」
　　　「グループホームみどり」
　　　「緑の郷」
　　　「地域・あさひサロン」
   オ　めばえ拠点（社会福祉事業）

６.基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

   ア　本部拠点（社会福祉事業）
   イ　若狭野荘拠点（社会福祉事業）
　　　「若狭野荘生活介護」
　　　「若狭野荘施設入所」
　　　「若狭野荘日中」
   ウ　みどり荘拠点（社会福祉事業）
　　　「みどり荘生活介護」
　　　「みどり荘施設入所」
　　　「みどり荘短期」



円
円
円
円

円

建物 2,231,074,626 1,396,586,453 834,488,173 

構築物

１０.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

    　該当なし

１１.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

    　該当なし

163,221,069 141,331,000 21,890,069 
機械及び装置 2 0 

土地 120,797,850 0 120,797,850 

基財･土地 204,991,845 0 204,991,845 

基財･建物 1,954,635,039 1,060,956,908 893,678,131 

    　該当なし

７.会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

８.担保に供している資産

９.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

担保に供されている資産は以下のとおりである。

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）   241,510,000円

　　　    　　　　　　　　　　　　　   計     　               　　241,510,000円

2 
車輌運搬具 78,710,398 71,493,422 7,216,976 

467,770 0 467,770 

器具及び備品 226,094,838 180,280,001 45,814,837 
有形リース資産 17,449,992 8,835,750 8,614,242 
権利 852,195 0 852,195 

88,919,313 0 退職給付引当資産 88,919,313 

合      計 5,111,766,661 2,877,107,578 2,234,659,083 

　　　土地（基本財産）
　　　建物（基本財産）
　　　土　　　　　地
　　　建　　　　　物

33,026,665
287,245,328

76,507,550
451,996,202

計 848,775,745

ソフトウェア 24,248,424 17,624,044 6,624,380 

差入保証金 303,300 0 303,300 
その他の固定資産



１２.関連当事者との取引の内容

    　別紙

１３.重要な偶発債務
    　該当なし


